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道路敷地の再調達原価の算定方法 

 
道路を構成する敷地を今調達した場合の所要額を合理的に算定する。 

 
  ⇒ 価格が同水準と推定される標準画地の鑑定価格（㎡当たり価格）

に評価対象面積を乗じる方法 

 
※ 標準画地を密に設定することにより適当な精度を確保しつつ、現時点の要調達価額を

把握することが可能。 

※ 個々の敷地を評価する方法に比べ、やや正確性に欠けるが、費用は相当安くなる。ま

た、標準画地を密に設定することによって、個々の敷地評価に近い価額が得られる。 
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※ 評価単位の設定にあたって、判断根拠としている主な

要因は次のとおりである。 

・ 土地建物利用の状況（用途の差異） 

・ 公法上の規制（市街化区域内外、用途地域、建ぺい

率、容積率 等） 

・ 都心との距離、交通施設（駅等）との接近性 

・ 道路の幅員、構造等の状態 

・ 繁華性の程度、業務地としての利便性の程度、居住

環境の程度等、用途に応じた各種の環境条件 

・ 画地の規模、形状、接面状況等画地条件 



試算結果（首都高速道路公団を例として、現時点の概数） 

 

（単位：億円） 

 区  間 取得年度 取得価格 
デフレータ後

取得価格 
今回評価価格 

都道首都高速５号線

（１期） 

千代田区一ツ橋～  

豊島区池袋 
昭和 36～46 年度 ４８ ２１１ 約２７０ 

都道首都高速５号線

（２期） 

豊島区池袋～   

板橋区高島平 
昭和 44～49 年度 １４ ３４ 約５０ 

都道板橋足立線 
板橋区板橋～   

足立区江北 
昭和61～平成14年度 ３３７ １２６ 約１００ 

市道高速２号線 
横浜市中区山下町～

保土ヶ谷区狩場町 
昭和 46～平成 2年度 ２８２ ２４９ 約２８０ 

※ 補償費、事務所維持費等を除く。 

※ デフレーターは六大都市市街地 

※ 価格指数等を適用（平成 14 年度を 100 とした場合、昭和 35 年度 7.8、昭和 45 年度 37.8、平成 2年度 361.5←ピーク） 
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地上権・区分地上権の評価方法 

 

各標準画地の土地価格に対する割合として、 

 

① 先行事例 

② ①を踏まえた周辺市街地における標準的な割合 

③ 中央用地対策連絡協議会「公共用地の取得に伴う損失補償基準細則」 

等を参考として、所有権に対する権利割合を個別に設定した。 

 

地上権割合  ：９０％～５０％ 

区分地上権割合：７５％～ ５％ 
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個別論点 

・建設仮勘定等の取扱い 

 

・建設仮勘定の土地はどのように評価するか。 

 
・今後道路事業のため買収する土地はどのように評価するか。 

 
・代替地として保有している土地の評価をどうするか。 

 
・残地として保有している土地の評価をどうするか。 
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